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JSGニュースレター 

「自由貿易港区設置管理条例」第29条の条文改正について 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

2018 年 12 月 28 日に「自由貿易港区設置管理条例」第 29 条の条文

改正案が台湾立法院を正式通過（三読通過）しました。今回の改正で

は、自由貿易港区内での営業活動に係る営利事業所得税の免税範囲が改

正されています。改正内容のまとめについては、下表の通りです。 
 

 

 

項目  改正前 改正後 

適用対象  外国営利事業または

その台湾支店 

 中華民国内におい

て準備または補助

的性質の活動にの

み従事する営利事

業 

http://www2.deloitte.com/tw/tc.html
http://www2.deloitte.com/tw/tc.html


自由貿易港区内にお

いて従事する営業活

動 

 物品の保管、輸送ま

たは簡易な加工 

 物品の仕入、輸

入、保管または輸

送 

営利事業所得税の免

税範囲 

 台湾国内外の顧客へ

の物品販売による所

得。但し、台湾国内

の顧客への販売額が

販売額全体の 10％

を超える場合、超過

部分は免税適用外。 

 台湾国内外の顧客

への物品販売によ

る所得 

免税規定の適用期間    営利事業所得税の免

除 実 施 期 間 は

2 0 4 2 年 12 月

31 日まで 

 営利事業所得税

の免除実施期間

は 2042 年 12 月

31 日まで 

 2019 年度の営利

事業所得税確定

申告案件から改

正後の条文を適

用 

 条文改正前にお

いて、改正前条

文の第1項の規定

により許可され

た案件の免税許

可 期 間 は 最 長

2021年 12月 31

日まで 

 条文改正前にお

いて申請を行っ

たがまだ許可を

得ていない案件

に つ い て は 、

2018 年度以前に

帰属する所得に

は改正前条文の

第1項の規定を適

用し、2019 年度

以降に帰属する

所得には改正後

条文の第1項の規

定を適用 
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日商組新聞稿 

「自由貿易港區設置管理條例」第 29 條修正條文內容 

 

 

立法院於 107 年 12 月 28 日三讀通過「自由貿易港區設置管理條例」

第 29 條修正條文，修正自由貿易港區內營運活動的免徵營利事業所得稅範

圍，就本次修正內容，若有疑問或相關意見，歡迎您與我們聯繫。 

 
 

 

 

項目   現行規定   修法內容   

適用對象  外國營利事業或其在

台灣分公司 

 在中華民國境內

僅從事準備或輔

助性質活動的營

利事業 

在自由港區內從事之

營業活動 

 從事貨物儲存、運送

或簡易加工 

 從事貨物之採

購、輸 入、儲存

或運送 

http://www2.deloitte.com/tw/tc.html
http://www2.deloitte.com/tw/tc.html


所得免稅範圍  銷售貨物予國內、國

外客戶所得。但銷售

國內客戶超過全部銷

售額 10%部分不適用

免稅 

 銷售貨物予國

內、國外客戶所

得 

免稅規定適用期間    免徵營利事業所得稅

實  施期 限至中 華 民

國 131 年 12 月 31

日止 

 免 徵 營 利 事 業 所

得 稅 實 施 期 限 至

中華 民國 131 年

12 月 31 日 

 修 正 條 文 自 108

年 度 營 利 事 業 所

得 稅 結 算 申 報 案

件開始適用 

 修 正 條 文 施 行 前

已 依 修 正 前 第 一

項 規 定 核 准 之 案

件 ， 其 核 准 免 徵

期 限 最長 至 110

年 12 月 31 日 

 修 正 條 文 施 行 前

已 申 請 尚 未 核 准

之 案 件 ， 屬 107

年 度 以 前 之 所 得

者 ， 適 用 修 正 前

第 一 項 規 定 ； 屬

108 年度以後之所

得者，適用 修正

後第一項規定 
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